
30年第４回定例会提出議案 

 

■ 12月５日 付議事件 

番 号 件  名 要  旨 
付託先 

委員会 

議決 

結果 

議案第63号   市道路線の廃止について １ 区画整理事業に伴う認定路線の廃止 

２ 廃止路線 ２路線 

総務建

設常任

委員会 

可決 

議案第64号 市道路線の認定について １ 開発行為による道路の帰属等に伴う路線の認定 

２ 認定路線 10路線 

総務建

設常任

委員会 

可決 

議案第65号   市道路線の変更について １ 開発行為による道路の帰属に伴う認定路線の変更 

２ 変更路線 ３路線 

総務建

設常任

委員会 

可決 

議案第66号 門真市民文化会館大規模

改修工事請負契約の締結

について 

１ 契約金額 1,831,821,480円 

２ 契約の方法 一般競争入札 

３ 契約の相手方  

  大阪市中央区瓦町二丁目４番７号  

  栗本建設工業株式会社 

  代表取締役 吉本 昇 

４ 工期 議会の議決のあった日から平成32年２月28日 

まで 

総務建

設常任

委員会 

可決 

議案第67号 門真市保健福祉センター

内障害者福祉センターの

指定管理者の指定につい

て 

１ 指定管理者に管理を行わせる施設 

門真市保健福祉センター内障害者福祉センター 

２ 指定管理者に指定する団体 

  株式会社オールケアライフ 

３ 指定期間 

  平成31年４月１日から平成36年３月31日まで 

民生常

任委員

会 

可決 

議案第68号 門真市立老人福祉センタ

ー、門真市高齢者ふれあ

いセンター及び門真市地

域高齢者交流サロンの指

定管理者の指定について 

 

１ 指定管理者に管理を行わせる施設 

⑴ 門真市立老人福祉センター 

⑵ 門真市高齢者ふれあいセンター 

⑶ 門真市地域高齢者交流サロン 

２ 指定管理者に指定する団体 

株式会社ビケンテクノ 

３ 指定期間 

 平成31年４月１日から平成34年３月31日まで 

民生常

任委員

会 

可決 

議案第69号 門真市立市民公益活動支

援センターの指定管理者

の指定について 

１ 指定管理者に管理を行わせる施設 

門真市立市民公益活動支援センター 

２ 指定管理者に指定する団体 

  特定非営利活動法人大阪ＮＰＯセンター 

３ 指定期間 

  平成31年４月１日から平成36年３月31日まで 

民生常

任委員

会 

可決 

議案第70号 門真南駅第１自転車駐車

場、門真南駅北自転車駐

車場及び門真南駅東自転

車駐車場の指定管理者の

指定について 

１ 指定管理者に管理を行わせる施設 

⑴ 門真南駅第１自転車駐車場 

⑵ 門真南駅北自転車駐車場 

⑶ 門真南駅東自転車駐車場 

２ 指定管理者に指定する団体 

  ミディ総合管理株式会社 

３ 指定期間 

  平成31年４月１日から平成36年３月31日まで 

総務建

設常任

委員会 

可決 



議案第71号 門真市弁天池公園の指定

管理者の指定について 

 

１ 指定管理者に管理を行わせる施設 

  門真市弁天池公園 

２ 指定管理者に指定する団体 

  公益社団法人門真市シルバー人材センター 

３ 指定期間 

  平成31年４月１日から平成36年３月31日まで 

総務建

設常任

委員会 

可決 

議案第72号 門真市長の選挙における

選挙運動用ビラの作成の

公営に関する条例の一部

改正について 

１ 要旨 

  公職選挙法の一部を改正する法律（平成29年法律第

66号）の施行に伴い、本市議会議員選挙における候補

者の選挙運動用ビラの作成を公営とするため、所要の

改正を行うもの 

２ 施行日 平成31年３月１日 

総務建

設常任

委員会 

可決 

議案第73号 門真市保健福祉センター

条例の一部改正について 

１ 要旨 

  門真市保健福祉センター内の障害者基幹相談支援セ

ンターを移転するにつき、所要の改正を行うもの 

２ 施行日 規則で定める日 

民生常

任委員

会 

可決 

議案第74号 門真市文化芸術振興条例

の一部改正について 

１ 要旨 

  文化芸術振興基本法の一部を改正する法律（平成29

年法律第73号）の趣旨に鑑み、本市における文化芸術

施策を総合的かつ計画的に推進するため、所要の改正

を行うもの 

２ 施行日 公布の日 

民生常

任委員

会 

可決 

議案第75号 門真市民文化会館条例及

び門真市立市民交流会館

条例の一部改正について 

１ 要旨 

  門真市民文化会館及び門真市立市民交流会館の利用

料金の加算割合を見直し、門真市民文化会館の利用料

金に減免制度を導入する等、所要の改正を行うもの 

２ 施行日 公布の日及び平成32年４月１日 

民生常

任委員

会 

可決 

議案第76号 平成30年度門真市一般会

計補正予算（第８号） 

既定の歳入歳出予算の総額にそれぞれ72,199千円を追

加し、予算の総額を歳入歳出それぞれ56,073,953千円と

する。 

１ 歳入歳出予算補正 

 ⑴ 歳入（歳入補正の内容） 

   国庫支出金・国庫負担金         5,716千円 

   国庫支出金・国庫補助金       △6,224千円 

   国庫支出金・委託金               170千円 

   府支出金・府負担金            24,703千円 

   府支出金・府補助金          △50,135千円 

   繰入金・基金繰入金           143,391千円 

   諸収入・雑入                      78千円 

   市債・市債                  △45,500千円 

 ⑵ 歳出（歳出補正の内容） 

   議会費・議会費               △2,533千円 

   総務費・総務管理費            46,683千円 

   総務費・徴税費               △1,018千円 

   総務費・戸籍住民基本台帳費    13,455千円 

   総務費・選挙費                 1,470千円 

   総務費・統計調査費              △64千円 

   民生費・社会福祉費          △18,917千円 

   民生費・児童福祉費          △23,082千円 

   民生費・生活保護費               610千円 

   民生費・国民健康保険費        27,408千円 

総務建

設常任

委員会 

 

民生常

任委員

会 

 

文教こ

ども常

任委員

会 

可決 



   衛生費・保健衛生費             7,069千円 

   衛生費・清掃費              △18,945千円 

   農林水産業費・農業費           1,216千円 

   商工費・商工費               △3,962千円 

   土木費・土木管理費            12,733千円 

   土木費・道路橋りょう費       △5,005千円 

   土木費・河川費                 6,210千円 

   土木費・都市計画費             1,250千円 

   消防費・消防費                26,688千円 

   教育費・教育総務費             4,159千円 

   教育費・小学校費             △3,437千円 

   教育費・中学校費             △3,731千円 

   教育費・幼稚園費            △89,148千円 

   教育費・社会教育費          △12,414千円 

   教育費・保健体育費             △379千円 

   予備費・予備費               105,883千円 

２ 債務負担行為の補正 

追加分 

目的 市民公益活動支援センター指定管理委託 

（４） 

期間 平成30年度～平成35年度 

限度額 79,878千円 

  

目的 基幹系システム改修業務委託 

期間 平成31年度 

限度額 4,612千円 

  

目的 老人福祉センター等指定管理委託（３） 

期間 平成30年度～平成33年度 

限度額 85,531千円 

  

目的 自転車駐車場指定管理委託（３） 

期間 平成30年度～平成35年度 

限度額 117,397千円 

  

目的 門真市弁天池公園指定管理委託（３） 

期間 平成30年度～平成35年度 

限度額 101,979千円 

  

目的 旧第一中学校跡地整備活用方法検討調査 

業務委託 

期間 平成30年度～平成31年度 

限度額 12,054千円 

  

目的 旧南幼稚園園舎等撤去工事 

期間 平成30年度～平成31年度 

限度額 54,584千円 

３ 地方債の補正 

変更分 

目的 公共施設除却 

限度額 44,100千円→ 1,500千円 



 

目的 社会福祉施設等整備 

限度額 377,600千円→ 372,800千円 

 

目的 道路等整備 

限度額 42,400千円→ 44,300千円 

議案第77号 平成30年度門真市国民健

康保険事業特別会計補正

予算（第４号） 

 既定の歳入歳出予算の総額にそれぞれ43,132千円を追

加し、予算の総額を歳入歳出それぞれ16,140,041千円と

する。 

１ 歳入歳出予算補正 

 ⑴ 歳入（歳入補正の内容） 

   繰入金・一般会計繰入金        27,408千円 

療養給付費等交付金・療養給付費等交付金 

15,724千円 

 ⑵ 歳出（歳出補正の内容） 

   総務費・総務管理費           △7,992千円 

   公債費・公債費              △34,517千円 

   諸支出金・償還金及び還付加算金   

           103,677千円 

   予備費・予備費              △18,036千円 

総務建

設常任

委員会 

 

民生常

任委員

会 

可決 

議案第78号 平成30年度門真市後期高

齢者医療事業特別会計補

正予算（第２号） 

 既定の歳入歳出予算の総額からそれぞれ2,869千円を

減額し、予算の総額を歳入歳出それぞれ1,637,684千円

とする。 

１ 歳入歳出予算補正 

 ⑴ 歳入（歳入補正の内容） 

   繰入金・一般会計繰入金       △2,895千円 

   諸収入・雑入                      26千円 

 ⑵ 歳出（歳出補正の内容） 

総務費・総務管理費           △2,869千円 

総務建

設常任

委員会 

 

民生常

任委員

会 

可決 

議案第79号 平成30年度門真市公共下

水道事業会計補正予算

（第３号） 

既定の収益的収入の総額から7,905千円を減額し、収

益的収入の総額を3,823,292千円とし、既定の収益的支

出の総額から33,507千円を減額し、収益的支出の総額を

3,640,064千円とする。 

既定の資本的収入の総額から23,175千円を減額し、資

本的収入の総額を3,249,236千円とし、既定の資本的支

出の総額から8,021千円を減額し、資本的支出の総額を

4,727,523千円とする。 

１ 収益的収入及び支出の補正 

⑴ 収益的収入（収入補正の内容） 

下水道事業収益・営業収益   △6,878千円 

下水道事業収益・営業外収益  △1,027千円  

⑵ 収益的支出（支出補正の内容） 

下水道事業費用・営業費用   △4,322千円 

下水道事業費用・営業外費用  △29,185千円 

２ 資本的収入及び支出の補正 

⑴ 資本的収入（収入補正の内容） 

資本的収入・企業債      △13,200千円 

資本的収入・出資金      △9,975千円 

⑵ 資本的支出（支出補正の内容） 

資本的支出・企業債償還金   △8,021千円 

３ 企業債の補正 

総務建

設常任

委員会 

可決 



   変更分 

    目的 資本費平準化 

    限度額 920,400千円→ 914,900千円 

４ 他会計からの補助金の補正 

  一般会計から補助を受ける金額を175,979千円に改

める。 

議案第44号 平成29年度門真市水道事

業剰余金の処分について 

平成29年度末の未処分利益剰余金から減債積立金に

50,000千円、建設改良積立金に530,000千円をそれぞれ

積み立て、自己資本金への組入として350,154,076円を

組み入れるものとする。 

決算特

別委員

会 

可決 

議案第45号 平成29年度門真市公共下

水道事業剰余金の処分に

ついて 

平成29年度末の未処分利益剰余金から減債積立金に

133,118千円を積み立てるものとする。 

決算特

別委員

会 

可決 

認定第１号 平成29年度門真市歳入歳

出決算認定について 

一般会計外４会計 決算特

別委員

会 

認定 

認定第２号 平成29年度門真市水道事

業会計決算認定について 

 決算特

別委員

会 

認定 

認定第３号 平成29年度門真市公共

下水道事業会計決算認

定について 

 決算特

別委員

会 

認定 

 

■ 12月17日 付議事件 

番 号 件  名 要  旨 
付託先 

委員会 

議決 

結果 

議案第80号   一般職の職員の給与に関

する条例等の一部改正に

ついて 

１ 要旨 

平成30年８月10日付け人事院勧告及び諸般の状況に

鑑み、本市一般職の職員等の給与等の改定を行うため

次の条例を改正するもの 

⑴ 一般職の職員の給与に関する条例 

⑵ 門真市特別職の職員の給与に関する条例 

⑶ 議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 

２ 施行日 公布の日及び平成31年４月１日 

― 可決 

議案第81号 平成30年度門真市一般会

計補正予算（第９号） 

 既定の歳入歳出予算の総額にそれぞれ31,386千円を追

加し、予算の総額を歳入歳出それぞれ56,105,339千円と

する。 

１ 歳入歳出予算補正 

 ⑴ 歳入（歳入補正の内容） 

   府支出金・委託金                  1,386千円 

   繰入金・基金繰入金               30,000千円 

 ⑵ 歳出（歳出補正の内容） 

   議会費・議会費                    1,217千円 

   総務費・総務管理費                5,493千円 

   総務費・徴税費                    1,689千円 

   総務費・戸籍住民基本台帳費          884千円 

   総務費・選挙費                    1,610千円 

   総務費・統計調査費                   62千円 

   民生費・社会福祉費                3,190千円 

   民生費・児童福祉費                3,664千円 

― 可決 



   民生費・生活保護費                1,918千円 

   民生費・国民健康保険費            1,005千円 

   衛生費・保健衛生費                1,041千円 

   衛生費・清掃費                    3,209千円 

   農林水産業費・農業費                102千円 

   商工費・商工費                      264千円 

   土木費・土木管理費                  769千円 

   土木費・道路橋りょう費               16千円 

   土木費・河川費                      147千円 

   土木費・都市計画費                1,877千円 

   教育費・教育総務費                1,210千円 

   教育費・小学校費                  1,407千円 

   教育費・中学校費                    236千円 

   教育費・幼稚園費                    204千円 

   教育費・社会教育費                  712千円 

   教育費・保健体育費                  137千円 

   予備費・予備費                    △677千円 

２ 債務負担行為の補正 

変更分 

目的 府議会議員選挙事務委託 

期間 平成30年度～平成31年度 

限度額 10,275千円→ 10,735千円 

議案第82号 平成30年度門真市国民健

康保険事業特別会計補正

予算（第５号） 

 既定の歳入歳出予算の総額にそれぞれ1,005千円を追

加し、予算の総額を歳入歳出それぞれ16,141,046千円と

する。 

１ 歳入歳出予算補正 

 ⑴ 歳入（歳入補正の内容） 

   繰入金・一般会計繰入金            1,005千円 

 ⑵ 歳出（歳出補正の内容） 

   総務費・総務管理費                1,005千円 

   保健事業費・特定健康診査等事業費     16千円 

   予備費・予備費                     △16千円 

― 可決 

議案第83号 平成30年度門真市後期高

齢者医療事業特別会計補

正予算（第３号） 

 既定の歳入歳出予算の総額にそれぞれ122千円を追加

し、予算の総額を歳入歳出それぞれ1,637,806千円とす

る。 

１ 歳入歳出予算補正 

 ⑴ 歳入（歳入補正の内容） 

   繰入金・一般会計繰入金               85千円 

   諸収入・雑入                         37千円 

 ⑵ 歳出（歳出補正の内容） 

   総務費・総務管理費                  122千円 

― 可決 

議案第84号 平成30年度門真市水道事

業会計補正予算（第３号） 

既定の収益的支出の総額に1,800千円を追加し、収益

的支出の総額を2,623,157千円とし、既定の資本的支出

の総額に487千円を追加し、資本的支出の総額を

1,283,336千円とする。 

１ 収益的支出の補正 

⑴ 収益的支出（支出補正の内容） 

水道事業費用・営業費用      1,800千円 

２ 資本的支出の補正 

⑴ 資本的支出（支出補正の内容） 

資本的支出・建設改良費       487千円 

― 可決 



３ 議会の議決を経なければ流用することのできない経

費の補正 

  議会の議決を経なければ流用することができない経 

費のうち、職員給与費の額を286,816千円に改める。 

議案第85号 平成30年度門真市公共下

水道事業会計補正予算

（第４号） 

既定の収益的収入の総額に355千円を追加し、収益的

収入の総額を3,823,647千円とし、既定の収益的支出の

総額に928千円を追加し、収益的支出の総額を3,640,992

千円とする。 

既定の資本的収入の総額に319千円を追加し、資本的

収入の総額を3,249,555千円とし、既定の資本的支出の

総額に702千円を追加し、資本的支出の総額を4,728,225

千円とする。 

１ 収益的収入及び支出の補正 

⑴ 収益的収入（収入補正の内容） 

下水道事業収益・営業収益      210千円 

下水道事業収益・営業外収益     145千円 

⑵ 収益的支出（支出補正の内容） 

下水道事業費用・営業費用      928千円 

２ 資本的収入及び支出の補正 

⑴ 資本的収入（収入補正の内容） 

資本的収入・出資金         319千円 

⑵ 資本的支出（支出補正の内容） 

資本的支出・建設改良費        702千円 

３ 議会の議決を経なければ流用することのできない経

費の補正 

  議会の議決を経なければ流用することができない経 

費である職員給与費の額を213,032千円に改める。 

４ 他会計からの補助金の補正 

  一般会計から補助を受ける金額を176,124千円に改め 

る。 

― 可決 

 

■ 12月18日 付議事件 

番 号 件  名 要  旨 
付託先 

委員会 

議決 

結果 

議員提出 

議案第３号   

認知症施策の推進を求め

る意見書 

 

【提出者】 

 門真市議会議員 

 武田 朋久 

岡本 宗城 

今田 哲哉 

松本 京子 

中道  茂 

福田 英彦 

 

世界に類例を見ないスピードで高齢化が進む我が国に

おいて、認知症の人は年々ふえ続けている。2015年に推

計で約525万人であったものが、2025年には推計で700万

人を突破すると見込まれている。 

認知症は、今や誰でも発症する可能性があり、誰もが

介護者となり得るため、認知症施策の推進は極めて重要

である。 

また、認知症施策の推進に当たっては、認知症と診断

されても、尊厳を持って生きることができる社会の実現

を目指し、当事者の意思を大切にし、家族等も寄り添っ

ていく姿勢で臨むことが重要であるとともに、「若年性

認知症」など、これまで十分に取り組まれてこなかった

課題にも踏み込んでいく必要がある。さらに、認知症施

策に関する課題は、今や医療・介護だけでなく、地域づ

くりから生活支援、教育に至るまで多岐にわたっている。

― 可決 



よって政府においては、認知症施策のさらなる充実、加

速化を目指し、基本法の制定も視野に入れた、下記の事

項に取り組むことを強く求める。 

記 

１  国や自治体を初め企業や地域が力を合わせ、認知症

の人やその家族を支える社会を構築するため、認知症

施策を総合的かつ計画的に推進する基本法を制定する

こと。  

２ 認知症診断直後は、相談できる人がいないといった

人が多く存在しており、診断直後の空白期間が生じて

いる。この空白期間については、本人が必要とする支

援や情報につなげることができるよう、支援体制の構

築を図ること。 

３ 若年性認知症の支援については、本人の状態に応じ

た就労継続や社会参加ができる環境の整備を進めるこ

と。 

４ 認知症の全国規模の疫学調査と疾患登録に基づくビ

ッグデータの活用を通し、有効な予防法や行動・心理

症状に対する適切な対応など認知症施策の推進に取り

組むこと。また、次世代認知症治療薬の開発・早期実

用化や最先端の技術を活用した早期診断法の研究開発

を進めるとともに、認知症の人の心身の特性に応じた

リハビリや介護方法に関する研究を進めること。 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出す 

る。 

平成30年 月 日 

門真市議会 

内閣総理大臣 

厚生労働大臣 

 

各宛て 


